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1. 2022年12月期第3四半期の連結業績（2022年1月1日～2022年9月30日）

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期第3四半期 3,953 2.8 75 35.8 △23 ― △3 ―

2021年12月期第3四半期 3,845 △2.4 55 ― 114 ― 80 ―

（注）包括利益 2022年12月期第3四半期　　341百万円 （710.9％） 2021年12月期第3四半期　　42百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後

1株当たり四半期純利益
円 銭 円 銭

2022年12月期第3四半期 △0.25 ―

2021年12月期第3四半期 4.98 4.09

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率
百万円 百万円 ％

2022年12月期第3四半期 7,972 3,520 44.1

2021年12月期 8,079 3,258 40.3

（参考）自己資本 2022年12月期第3四半期 3,518百万円 2021年12月期 3,256百万円

2. 配当の状況

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年12月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00

2022年12月期 ― 0.00 ―

2022年12月期（予想） 5.00 5.00

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

3. 2022年12月期の連結業績予想（2022年 1月 1日～2022年12月31日）

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,500 3.2 120 28.8 100 △40.4 80 △96.3 5.04

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無



※ 注記事項

(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

(4) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期3Q 18,688,540 株 2021年12月期 18,688,540 株

② 期末自己株式数 2022年12月期3Q 2,805,235 株 2021年12月期 2,805,119 株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年12月期3Q 15,883,333 株 2021年12月期3Q 16,225,155 株

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいて作成したものであり、実際の業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性
があります。なお、業績予想に関する事項は、添付資料2ページ「（3）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間（2022年１月１日～９月30日）における日本経済は、新型コロナウイルス感染症の
度重なる流行に見舞われたものの、ウィズコロナへの移行により総じて持ち直し傾向が持続しました。一方で、
資源価格の高騰に急激な円安進行が相まって貿易赤字が過去最大となる等、企業業績や国民生活に大きな影響を
及ぼしています。当社グループの業績に関係の深い建設・住宅業界におきましても、民間建設需要（非居住）は
底堅さを維持しているものの、新設住宅着工戸数（１～９月累計）がほぼ前年同期並みの水準にとどまる中、エ
ネルギー価格や資材価格の上昇への対応が企業活動を継続するにあたって大きな課題となっております。

当社は前連結会計年度（2021年12月期）において中国事業からの撤退を完了するとともに、事業構造の転換及
び徹底した経費削減により４期ぶりに赤字から脱却し黒字化を達成いたしました。当期はこれまで取り組んでき
た成果を土台に、営業人員の増強や新規顧客の開拓、マーケティングチャネルの整備等営業体制の強化を進める
とともに、前連結会計年度より取り組んでおります生産体制の再編成等による生産合理化をさらに進め原価低減
に努めております。また新型ガスツールや新型アンカーの拡販を新たな用途開発の提案とともに進めるなど、課
題解決型の高付加価値企業を目指しております。

当第３四半期連結累計期間の売上高は、原材料等の値上りに対処するため販売価格を見直したことにより前年
同期比2.8％増の3,953百万円となり営業利益は前年同期比35.8％増の75百万円となりました。経常損益は急激な
円安の進行により、当社グループの保有する外貨建資産を第３四半期末時点の為替レートで評価替えしたことに
より為替差損（105百万円）が発生した結果23百万円の損失（前年同期は114百万円の利益）となり、親会社株主
に帰属する四半期純損失は３百万円（前年同期は80百万円の利益）となりました。

なお、東京証券取引所の市場区分の見直しに伴い、当社は2022年４月４日にスタンダード市場に移行いたしま
した。スタンダード市場の上場維持基準のうち流通株式時価総額について基準を充たしておりませんが、2021年
９月10日に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し当面問題なく上場を維持できます。早
期に基準を達成できるよう業績向上に取り組んでまいります。

（２）財政状態に関する説明

　当第３四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりであります。
　資産合計は前連結会計年度末に比べ107百万円減少の7,972百万円となりました。これは現金及び預金の減少67
百万円、受取手形、売掛金及び契約資産の減少139百万円、電子記録債権の減少258百万円、商品及び製品等の棚
卸資産の増加399百万円及び建物及び構築物の減少28百万円が主な要因であります
　負債合計は前連結会計年度末に比べ369百万円減少の4,451百万円となりました。これは電子記録債務の増加88
百万円、借入金の減少232百万円、流動負債のその他の減少246百万円が主な要因であります。
　純資産合計は前連結会計年度末に比べ262百万円増加の3,520百万円となりました。これは配当の支払等による
利益剰余金の減少128百万円及び在外連結子会社の財務諸表の円換算レートの変動による為替換算調整勘定の増
加331百万円が主な要因であります。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　当連結会計年度の通期業績見通しにつきましては、2022年２月14日に公表いたしました「2021年12月期　決算
短信」に記載の業績予想から変更はありません。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,224,956 2,157,161

受取手形、売掛金及び契約資産 － 1,083,971

受取手形及び売掛金 1,223,835 －

電子記録債権 807,368 548,431

商品及び製品 967,816 1,217,659

仕掛品 256,832 304,719

原材料及び貯蔵品 321,244 423,411

その他 36,288 52,710

貸倒引当金 △225 △185

流動資産合計 5,838,116 5,787,878

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 612,341 583,695

機械装置及び運搬具（純額） 282,623 258,913

土地 983,759 975,250

その他（純額） 42,899 40,056

有形固定資産合計 1,921,623 1,857,915

無形固定資産

リース資産 93,254 85,715

その他 31,406 40,453

無形固定資産合計 124,660 126,169

投資その他の資産

投資有価証券 94,205 101,558

その他 110,162 107,860

貸倒引当金 △8,914 △8,914

投資その他の資産合計 195,452 200,504

固定資産合計 2,241,735 2,184,590

資産合計 8,079,852 7,972,469

２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 591,966 602,143

電子記録債務 555,217 643,837

短期借入金 1,244,744 1,230,000

１年内返済予定の長期借入金 329,243 183,931

未払法人税等 14,800 11,396

賞与引当金 737 37,050

その他 694,466 448,297

流動負債合計 3,431,175 3,156,656

固定負債

新株予約権付社債 549,976 549,976

長期借入金 717,382 645,220

その他 122,443 99,673

固定負債合計 1,389,801 1,294,869

負債合計 4,820,977 4,451,526

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 3,028,896 3,028,896

利益剰余金 451,131 322,318

自己株式 △448,504 △448,517

株主資本合計 3,131,524 3,002,697

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △13,040 864

土地再評価差額金 △126,782 △81,306

為替換算調整勘定 264,424 595,937

その他の包括利益累計額合計 124,601 515,495

新株予約権 2,749 2,749

純資産合計 3,258,875 3,520,942

負債純資産合計 8,079,852 7,972,469
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年９月30日)

売上高 3,845,829 3,953,839

売上原価 2,887,489 2,899,636

売上総利益 958,339 1,054,203

販売費及び一般管理費 902,744 978,700

営業利益 55,595 75,502

営業外収益

受取利息 57 10,809

受取配当金 2,010 2,979

為替差益 87,958 -

その他 12,552 13,043

営業外収益合計 102,579 26,831

営業外費用

支払利息 17,788 12,628

社債利息 4,113 4,113

為替差損 - 105,205

その他 21,881 3,546

営業外費用合計 43,783 125,494

経常利益又は経常損失（△） 114,390 △23,160

特別利益

投資有価証券売却益 - 40,514

受取保険金 12,636 -

特別利益合計 12,636 40,514

特別損失

減損損失 - 9,876

事業再編損 7,311 -

特別退職金 6,112 -

災害による損失 4,881 -

その他 4,014 -

特別損失合計 22,320 9,876

税金等調整前四半期純利益 104,707 7,477

法人税等 23,978 11,396

四半期純利益又は四半期純損失（△） 80,728 △3,919

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
80,728 △3,919

（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

- 5 -

日本パワーファスニング㈱（5950）2022年12月期　第３四半期決算短信



（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間
(自　2021年１月１日
　至　2021年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2022年１月１日

　至　2022年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 80,728 △3,919

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,802 13,905

為替換算調整勘定 △45,417 331,513

その他の包括利益合計 △38,614 345,418

四半期包括利益 42,114 341,498

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 42,114 341,498

非支配株主に係る四半期包括利益 - -

（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これによ

り、一部の会計処理について下記のとおり変更しております。

　　・変動対価及び顧客に支払われる対価が含まれる取引に係る収益認識

従来は、営業外費用に計上していた売上割引については、売上高から減額する方法に変更しております。

　　・有償支給取引

買い戻し義務を負っている有償支給取引については、支給品の譲渡時に消滅を認識せずに棚卸資産として

引き続き認識するとともに、有償支給先に残存する支給品の期末棚卸高相当額について「有償支給取引に

係る負債」を認識する方法に変更しております。

　なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　2021年３月26日）第98項に

定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧

客に移転される時までの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当第３四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。また、利益剰余金の当期首残高

への影響はありません。

　また、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示

していた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて

表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会

計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号  2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号  2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、これによる四半期連結財務

諸表への影響はありません。
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